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研究成果の概要（和文）：PT調査の分析から，若年層の外出が減少を把握し，この前提で将来交通量の推計を行
った．2030年/2010年で近畿圏の総交通量が14％減少することを明らかにした． 
　WEB調査から，外出頻度の多寡と年収との関係（100万円程度の差がある）を把握した． インターネットの利
用頻度と交通行動の関係の分析より，仮説に反してネットをよく使う人たちは交通も活発に行い，ネットを使わ
ない人たちは外出も少ないことが明らかとなった．H.28年9月に3年間の研究の報告を目的にシンポジウム「外出
の減少とこれからの社会のデザインを考える」を開催し，110名の参加者により活発な意見交換を行うことがで
きた．

研究成果の概要（英文）：We grasped that younger age group's going out decreases. And we estimated 
future traffic volume subject to this decrease. 
The general traffic volume in Kinki region decreases 14 % compared with 2010 in 2030 was grasped.
We grasped that it's related to the outing frequency during an annual income from a web survey. 
There is a difference of 1 million yen in annual income between those who much outing and few 
people. We analyzed about a relation between use of Internet and travel behavior. Contrary to the 
hypothesis, people who use a lot of the Internet found out that there were many outings. In 
September 2016 we held a symposium titled "Decrease in outing and thinking about designing society 
in the future". There were about 110 participants, and we were able to gain diverse and valuable 
opinions.

研究分野：総合交通政策とまちづくり

キーワード： 生成原単位　パーソントリップ調査　若年者の交通行動　交通政策　公共政策　将来交通量　インター
ネット
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１．研究開始当初の背景 
 交通政策の基本的調査であるパーソント
リップ調査（PT 調査）では．一日一人当た
りの交通量（生成原単位）は大きく変化しな
いことを前提として将来交通量の推計など
を行い，政策立案に取り組んできた．しかし
2010年の PT調査結果で，若年層を中心に生
成原単位が減少していることが明らかにな
った．この原因を明らかにし，その知見を今
後の交通政策に活用することが喫緊の課題
である． 
 
２．研究の目的 
 20 歳代〜40 歳代の世代の人たちを中心に
生成原単位が減少を踏まえて，交通行動の変
化の実態把握を行うこと，その背景に関する
分析，さらにその影響について考察すること
により，交通政策や公共政策に対する知見を
提供することを目的とする．なお，ここで得
た研究成果についてはシンポジウムなどで
公開する． 
 
３．研究の方法 
 交通行動に関する基本的な調査である PT
調査の複数年度のデータの集計と分析より，
交通行動の変化や個人の属性や地域特性と
の関係を把握する．また，別途 WEB 調査を実
施に，交通に関する意識や社会的な環境（イ
ンターネットの利用など）との関係について
も分析を行う．  
 
４．研究成果 

 近畿圏・東京都市圏・中京圏における PT

調査データの分析から，30歳代の人たちを中

心とする若年層の外出が減少していること

を把握し，その背景と，それが社会に及ぼす

影響について考察を行った． 

（1）将来交通量の推計 

 近畿圏では 2010 年の総人口約 2,000 万人

が 2030 年には約 10％減少の 1,800 万人にな

ると推計されている．ここで，若年層を中心

とする生成原単位の減少が継続するものと

仮定をして将来交通量を推計すると，2030 年

/2010年で近畿圏の総交通量が14％減少する

ことを明らかにした．自動車交通量も 17％，

鉄道では 21％の減少となることが推計され

ることから，こうした状況を先取りして，出

歩きやすい地域づくりや，道路におけるバス

や自転車と自動車の走行空間の再配分など

が今後の政策課題になるという示唆を得る

ことができた． 

 

図-1 近畿圏の交通手段別将来推計交通量 

 

（２）どのような人たちが外出しないのか 

この 10 年間で生成原単位の減少が大きな 30

〜34 歳について居住地や自動車の保有の状

況が生成原単位に及ぼす影響を把握すると，

自動車を保有せず郊外部や地方部で生活す

る人たちの生成原単位が都心部や都市周辺

部の人たちに比べて低いことが明らかとな

った． 

 
図-2 居住地・自動車保有と生成原単位 

 

表-1 外出率と年収・職業・友人との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 また，別途実施した WEB 調査から，若者が

「経済的理由」や「車は必要でない」との理

由で免許を取得しない人たちも増加してい

ることを把握することができた． 

 表-1 では，外出率（外出が増えると生成原

単位も増加傾向となる）と，年収･職業･友人

の有無を見たものであるが．それぞれ外出率

に影響していることがわかる． 

年収が多くなるほど，正社員であり，友人関

係の満足度が高い程，外出回数も増加するこ

とがわかる． 

（３）ネットと外出との関係 

 本研究を学会等で発表している際に，必ず

外出回数の減少や生成原単位減少の背景に

はネット通販やSNSの利用が増加したことと

関係があるのではないかとの，意見が出る． 

 そこで，WEB 調査でネット通販の利用回数

やネット利用時間と外出回数の関係を調べ

た．その結果が図-3，図-4 である． 
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図-3 ネット通販の利用頻度別平日の 

日常的買物回数 

図-4 外出回数（出勤と通学を除く）別の 

インターネット利用時間 

 図-3 より，ネット通販の利用が多いほど日

常的な買物へ出かける回数も多いことがわ

かる． 

 また，図-4からはインターネット利用時間

が多い人たちの方が平日，休日ともに外出回

数が多いことがわかる．特に休日は自由時間

が多いことから，こうした傾向が平日よりも

顕著となっている． 

 今後の社会状況の変化で，こうした傾向が

変化するかも知れないが，少なくとも調査時

点では，ネット利用をしている人たちの方が

アクティビティも高く，外出も多いことを把

握することができた． 

 同時に，外出の少ない人たちは，ネットか

らの情報に接する時間も短く，リアルにもバ

ーチャルにも活動しない状況にある人たち

が一定の層としていることが把握できた．こ

うした活動に活発でない人たちは，この状況

のままだと，ますます社会との関係が希薄化

する恐れがある． 

（４）生成原単位減少の社会的な意味 

 生成原単位の減少はこれまで見てきたよ

うに所得や運転免許の保有や居住地が関係

している． 

 また，それだけでなく，これまで活発に外

出していた人たちも，例えば仕事帰りに飲食

店や買物への立ち寄りの回数が 10 年間のデ

ータと比較すると，減少傾向にあることが把

握できた． 

 まさに総交通量減少社会をどのようにデ

ザインするのかがこれからの社会の大きな

課題となる． 

 交通行動は外出にともなう目的の充足だ

けでなく，リアルな人間関係の構築にも果た

す役割は大きい． 

 図-5 は個人が感じる幸福感，人付き合い，

選挙での投票行動，5 年後の満足感などの指

標と交通行動やネット利用時間，年収，友人

関係の満足度との関係を見たものである．こ

れより，交通行動=外出の多い人の方が，様々
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な社会的な活動への参加に対する意向が高

い傾向にあることがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 社会的活動と交通行動などとの関係 

 交通行動を把握することは，人々の社会と

の接点を明らかにすることでもある． 

 今後はこうした分析結果を踏まえて，外出

がやりやすいまちづくりを進めるための研

究を続けて行く予定である． 

 なお，これらの研究成果の公表と専門家，

行政など多様な人々との意見交換をする場

として，H.28 年 9月に 3年間の研究の報告を

目的にシンポジウム「外出の減少とこれから

の社会のデザインを考える」を開催した． 

110 名の参加者を得て活発な意見交換を行う

ことができた． 

 ここでの別途の報告として，ネットの使用

時間と外出の関係については，本件研究と同

様の結果が提示された．現状の交通行動とネ

ットとの関係は，共に多い人たちと，共に少

ない人たちに二極化されつつあることにつ

いても共有することができた．  
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